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議案第１号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次のとおり財産を取得したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第８号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年６月２日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 財産の種別 ＬＥＤ照明及び節水栓 

２ 取得の目的 常総市公共施設用 

３ 契約の方法 随意契約 

４ 契 約 金 額 ３１３，２９５，４００円 

５ 取得の相手方 東芝エレベータ株式会社、みずほ東芝リース株式会社、エル

ティーライト株式会社、モリタニ・ダイキン株式会社、有限

会社ワークハード企業共同体 

 

代表事業者 東京都品川区大井１－２８－１ 

東芝エレベータ株式会社 東京支社 

常務支社長 松浦 孝之 

 

提案理由 

本案は，令和２年に締結した所有権移転付き契約によりＬＥＤ照明及び節水栓

を取得することについて，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に

関する条例に定める額を超えていることから，議会の議決を得る必要があるた

め，これを提出する。 
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議案第２号 

 

財産の取得に係る議決事項の変更について（追認） 

 

次のとおり財産の取得に係る議決事項を変更したいので，地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年６月２日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 財産の種別 

(1) 変更前  ＬＥＤ照明及び節水栓 

(2) 変更後  ＬＥＤ照明，節水栓及び空調設備 

２ 契約金額 

(1) 変更前  ３１３，２９５，４００円 

(2) 変更後  ４００，９５０，０００円 

 

提案理由 

本案は，議案第１号のＬＥＤ照明及び節水栓を取得することについて，財産の

種別及び契約金額を変更するため，これを提出する。 
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議案第３号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次のとおり財産を取得したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第８号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年６月２日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 財産の種別 ＬＥＤ照明 

２ 取得の目的 常総市公共施設用 

３ 契約の方法 随意契約 

４ 契 約 金 額 １８２，３１８，４００円 

５ 取得の相手方 東京都千代田区丸の内一丁目５番１号 

三菱ＨＣキャピタル株式会社 

執行役員 安栄 香純 

提案理由 

本案は，令和５年に締結した所有権移転付き契約によりＬＥＤ照明を取得する

ことについて，議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例

に定める額を超えていることから，議会の議決を得る必要があるため，これを提

出する。 
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議案第４号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次のとおり財産を取得したいので，地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

９６条第１項第８号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年６月２日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 財産の種別 ＬＥＤ防犯灯及びＬＥＤ道路照明灯 

２ 取得の目的 市内各所設置用 

３ 契約の方法 随意契約 

４ 契 約 金 額 １１８，１０４，４８０円 

５ 取得の相手方 東京都港区虎ノ門一丁目２番６号  

ＩＢＪＬ東芝リース株式会社 

代表取締役 広井 秀美 

提案理由 

本案は，平成２７年に締結した所有権移転付き賃貸借契約によりＬＥＤ防犯灯

及びＬＥＤ道路照明灯を取得することについて，議会の議決に付すべき契約及び

財産の取得又は処分に関する条例に定める額を超えていることから，議会の議決

を得る必要があるため，これを提出する。 
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議案第５号 

 

財産の取得に係る議決事項の変更について（追認） 

 

次のとおり財産の取得に係る議決事項を変更したいので，地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第８号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年６月２日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

記 

 

１ 契約金額 

(1) 変更前  １１８，１０４，４８０円 

(2) 変更後  １４１，２７６，９６０円 

 

提案理由 

本案は，議案第４号のＬＥＤ防犯灯及びＬＥＤ道路照明灯を取得することにつ

いて，契約金額を変更するため，これを提出する。 
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議案第６号 

 

常総市学校施設整備基金条例について 

 

常総市学校施設整備基金条例を次のように定めたいので，地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求める。 

 

令和７年６月２日 提出 

 

常総市長  神 達 岳 志 

 

提案理由 

本案は，国庫補助を受けて整備した学校施設の財産処分に当たって，残存価額

を国庫に納付することなく文部科学大臣の承認を得る要件として，公立学校の施

設整備を目的とした基金を設置する必要があるため，これを提出する。 
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常総市条例第 号 

 

常総市学校施設整備基金条例 

 

（設置） 

第１条 国から交付を受けた公立学校施設整備費補助金等を充てて整備した学校

施設の財産処分において，基金に積み立てることを条件に免除された国庫納付

金に相当する額を学校施設整備の財源に充てるため，常総市学校施設整備基金

（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる金額は，前条の国庫納付金に相当する額以上で，

一般会計歳入歳出予算で定める額とする。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は，金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法

により管理しなければならない。 

２ 基金に属する現金は，必要に応じ，最も確実かつ有利な有価証券に代えるこ

とができる。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は，一般会計歳入歳出予算に計上して，基金

に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は，財政上必要があると認めるときは，確実な繰戻しの方法，期間

及び利率を定めて，基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することが

できる。 

（処分） 

第６条 基金は，学校施設整備の財源に充てる場合に限り，その全部又は一部を

処分することができる。 

（委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は，市長が別に定める。 

附 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 


